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実践したプランの内容と成果 
 

記⼊⽇ ⻄暦 2020 年 12 ⽉ 10 ⽇（2020 年度のチャレンジプラン） 

実践団体名 岐⾩県⽴⼤垣特別⽀援学校 

実践番号 １ 

タイトル 職員防災⼒テスト 

学校防災計画（災害対策マニュアル）の周知徹底 

実践担当者のお名前 ⼭本隆史   ⼭本悟（防災安全部職員） 

 

実践にかかった⾦額 ほぼ０円 

実践の準備にかかった時間 数⽇ 

実践活動を実施した⽇時 ⻄暦 2020 年 6 ⽉ 8 ⽇〜⻄暦 2021 年 3 ⽉（予定） 

実践の所要時間 算出不能 

実践の運営側で動いた⼈の⼈数 ４⼈ 

防災教育の対象者の属性 教職員 

防災教育の対象者の⼈数 約 150 ⼈ 

実践を⾏った都道府県と市区町村 岐⾩県⼤垣市 

実践を⾏った具体的な場所 岐⾩県⽴⼤垣特別⽀援学校 

★実践に必要だった特定の能⼒を

持った⼈・物品・ツール・知識等 

・パソコン（グループウェア・エクセル）に詳しい職員 

・教育委員会運⽤のグループウェア（アンケート機能） 

 

達成⽬標 ・学校防災計画（災害対策マニュアル）をより確実に全職員に周知徹底 

 できる⽅法の確⽴を⽬指した。 

どの⼒を⾝につけよ

うとしましたか︖  

知識・技能 ⼤いに 

思考⼒・判断⼒・表現⼒ ⼤いに 

学びに向かう⼒・⼈間性 少し 
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実践内容・⽅法 １．職員防災⼒テストシステム開発 

○教育委員会が運営するグループウェアのアンケート機能を活⽤ 

＜パソコン表⽰画⾯＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 ・職員メールや校内外の電⼦掲⽰板、施設予約等ができる機能 

 ・アンケート機能（⿊枠）を活⽤ 

＜アンケート画⾯＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・様々なアンケートに活⽤されていた機能で、回答状況や回答結果を

集計することができる。 

２．実施⽅法 

○スケジュール 

 ・第１週→問題作成 

 ・第２週→問題配信 

 ・第３週→回答集計 

 ・第４週→結果、解説回覧（回覧もグループウェア内で⾏う） 
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○問題作成 

 ・学校防災計画（災害対策マニュアル）から毎⽉４問出題する。 

 ・問題を考えることで、できるだけ多くの職員が学校防災計画（災害

対策マニュアル）を再確認できるように、防災安全部職員４名が輪

番で問題を作成した。 

 ・問題作成時は、時期に応じた内容や前⽉に正解率が低かった内容を 

  出題した。 

（例） ６⽉→警報発表時の対応について 

    ９⽉→地震への対応・対策について 

       校外学習中の対応について（校外学習が多い時期） 

 ・問題作成者が問題原稿を配信担当に渡し、配信担当がアンケートを 

  作成する。 

○問題配信 

 ・配信担当者が第２週の⽉曜⽇に問題を配信する。 

 ・配信担当者は回答状況を確認し、未回答者に連絡する。 

○回答集計 

 ・アンケート機能の結果は、エクセルに 

  反映されるため、右図のように集計で 

  きる。 

 ・正解率が低い問題が分かるように⽂字 

  を網かけした。 

○結果・解説回覧 

 ・結果集計後、解説を記載し、グループ 

  ウェアの回覧機能を活⽤し、結果と解 

  説を回覧した。 

 

得られた成果 ・学校防災計画（災害対策マニュアル）を全職員に周知徹底する⽅法を 

 確⽴することができた。 

・職員防災⼒テストを毎⽉実施することで、「○○の場合はどうすると 

 良いか。」等の会話が増えたり、マニュアルを確認したりする職員 

 の姿が増え、防災意識の向上が⾒られた。 
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・問題作成にあたり、学校防災計画（災害対策マニュアル）を毎⽉⾒直

すため、改善点等を検討する機会が⾃然に増えた。 

どのくらい⾝につき

ましたか︖  

知識・技能 かなり 

思考⼒・判断⼒・表現⼒ かなり 

学びに向かう⼒・⼈間性 少し 

課題・苦労・⼯夫 
 

・当校の実施⽅法では、グループウェア機能が必要である。また、ある

程度パソコンに詳しい職員が必要である。（場合によっては、他分掌

との連携が必要） 

・新型コロナ関係のアンケート等、毎⽉数多くのアンケートがあるため、

混在したり、職員の負担とならないように実施したりする必要があ

る。 

 

★運営・実践の担当者が協⼒を求めた⼈や団体（関係者）について 

関係者の名前・団体名  

関係者の説明  

関係者の連絡先  

 

★この実践事例を通じてあなたが学んだことや誰かに伝えたいメッセージ 

伝えたい相⼿ 防災担当の先⽣⽅ 

伝えたい内容  災害発⽣時の対応や災害への備えは担当の職員だけではできませ

ん。その為、危機管理マニュアルの職員への周知は必須ですが、周知

⽅法に苦労されている先⽣も多いと思います。本実践は、既存のシス

テムを⽤いたことで、職員への負担も少なく、効果的に実施できたと

思います。既存のシステムを上⼿く活⽤し、危機管理に関して全職員

が⾃分事として意識をもつことができる取組みが⼤切だと思いまし

た。 

 

 

 

 

 


